
議案等説明資料
提出課： 福祉課

議案番号

6
（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要
　条例制定にあたっては、国が定める「従うべき基準」と「参酌すべき基準」の区分に従い定める必要がある。
　基準に関して町独自の規定は定めていない。

 ３．施行期日 令和８年４月１日

伯耆町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正について

　現行の条例が国が定める省令の基準とほぼ同一の内容で構成されていることから、条例の規定を簡素化する観点から、条例の構造を
省令を引用する形式に改めるため、条例の全部を改正するもの。

　家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準については、国が定める基準を踏まえて町が条例を定めることとなっている。

【参考】家庭的保育事業等の概要
規　模 事業主体 対　象

５人以下 市町村、民間事業者等
A型
Ｂ型
C型

保育所型 20人以上
小規模型 19人以下

１対１が基本 市町村、民間事業者等

事業主等

居宅訪問型保育事業

家庭的保育事業
事　業

３歳未満
市町村、民間事業者等６～19人まで小規模保育事業

事業所内保育事業

３



提出課： 福祉課
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要

　条例制定にあたっては、国が定める「従うべき基準」と「参酌すべき基準」の区分に従い定める必要がある。
　基準に関して町独自の規定は定めていない。

 ３．施行期日

　特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業に関する基準については、国が定める基準を踏まえて町が条例を定めることとなってい
る。

　なお、特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準については町が定める必要がないため、この度の改正には盛り込んでいな
い。

令和８年４月１日

伯耆町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準を定める条例の全部
改正について

　現行の条例が国が定める府令の基準とほぼ同一の内容で構成されていることから、条例の規定を簡素化する観点から、条例の構造を
府令を引用する形式に改めるため、条例の全部を改正するもの。

【参考】子ども・子育て支援給付の対象として、町が確認を行う施設・事業
区　分 対象施設等

特定教育・保育施設 認定こども園、幼稚園、保育所
特定地域型保育事業 小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業

特定子ども・子育て支援施設等
新制度未移行幼稚園、認可外保育施設、幼稚園や認定こども園で実施する預かり保
育事業、一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サ
ポート・センター事業）
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要
　　※放課後児童健全育成事業については、国基準で定める事項全てが参酌すべき基準となっている。
　放課後児童支援員の資格要件の緩和措置についてのみ町独自の規定を定める。（改正前と同様）

【参考】

 ３．施行期日

提出課： 福祉課
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 　特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準については、国が定める基準を踏まえて町が条例を定めることとなっている。
　条例制定にあたっては、国が定める「従うべき基準」と「参酌すべき基準」の区分に従い定める必要がある。
　本条例については、「従うべき基準」・「参酌すべき基準」ともに、内閣府令と同様の内容の規定とすることから府令を引用する形式とする。

　【参考】特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準（令和７年内閣府令第95号）の概要
　　（１）利用定員に関する基準 １時間当たりの利用定員、１月当たりの利用定員
　　（２）運営に関する基準 面談、正当な理由のない提供拒否の禁止、虐待等の禁止、事故発生の防止及び発生時の対応　等 

 ３．施行期日

　放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準については、国が定める基準を踏まえて町が条例を定めることとなっている。

令和８年４月１日

伯耆町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の全部改正について

　現行の条例が国が定める省令の基準とほぼ同一の内容で構成されていることから、条例の規定を簡素化する観点から、条例の構造を
省令を引用する形式に改めるため、条例の全部を改正するもの。

令和８年４月１日

伯耆町特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定める条例の制定について

　子ども・子育て支援法の規定に基づき、特定乳児等通園支援事業の運営に関する基準を定めるため、条例を制定するもの。

　放課後児童支援員となることができる者については、新たに放課後児童健全育成事業に従事することとなった日から２年
を経過する日の属する年度の末日までに都道府県知事等が行う研修を修了することを予定している者を含む規定を設け
る。



提出課： 住民課
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 令和８年度税率 ※

 ３．施行期日
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 　第１７条を次のとおり改正する。

≪改正後≫

（火入れの中止）

第17条　火入れ者は、強風注意報、乾燥注意報、林野火災注意報又は火災警報、林野火災警報が発令された場合

その他風速、風向、湿度等からみて他に延焼のおそれがあると認められる場合は、火入れを中止し、直ちに消火しな

ければならない。

 ３．施行期日 公布の日

「子ども・子育て支援金」を国民健康保険税として賦課するため、伯耆町国民健康保険税条例の一部を改正するもの。

 ※　子ども・子育て支援金分の均等割については、18歳未満分は全額軽減され、その軽減相当分は「18歳以上被保険者均等割」

令和８年４月１日

伯耆町国民健康保険税条例の一部改正について

「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４７号）」の施行に伴い、令和８年度から新たに

　　として18歳以上の被保険者に賦課する。

　鳥取県西部広域行政管理組合火災予防条例の一部改正に伴い、関連する条文の所要の改正を行うもの。

伯耆町森林等火入れに関する条例の一部改正について

 区　　分 所得割 資産割 均等割 平等割 18歳以上均等割

 医療給付費分 5.83％　 28.90％　 21,900円　 17,900円　 - - -

 介護納付金分 1.20％　 8.12％　 8,300円　 4,800円　 - - -

 後期高齢者支援分 1.46％　 7.23％　 5,400円　 4,400円　 - - -

 子ども・子育て支援金分 0.28％　 - - - 1,200円　 700円　 100円　

※

変更なし
（据え置き）
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要　　 人権擁護委員（再任）

　　　　　　　

 ３．根拠法令

推薦するもの。

人権擁護委員法第６条第３項

人権擁護委員候補者の推薦について

法務大臣委嘱の人権擁護委員の石脇昭弘氏が令和8年6月３0日付で任期満了となることに伴い、人権擁護委員の候補者を

氏　名 住　所 年　齢 生年月日

石脇　昭弘 大殿1076番地11 73歳 昭和27年7月20日

任　期（３年）

令和8年7月1日から
令和11年6月30日まで
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 　事務分掌を次のとおり改める。

≪改正前≫

 ３．施行期日

≪改正後≫

令和８年４月１日

伯耆町課設置条例の一部改正について

　新たな総合計画の策定を踏まえ、重点施策を推進する組織体制を整備するため、所要の改正を行うもの。

課名 課名
健康対策課 保健予防に関すること 健康対策課 保健予防に関すること

健康相談、保健指導に関すること 健康相談、保健指導に関すること
国民健康保険に関すること 国民健康保険に関すること
医療費助成に関すること 後期高齢者医療に関すること
介護に関すること 医療費助成に関すること

介護保険に関すること
地域包括支援センターに関すること
高齢者福祉に関すること

福祉課 社会福祉に関すること 福祉課 社会福祉に関すること
福祉事業に関すること 障がい者福祉に関すること
福祉事務所に関すること 児童福祉に関すること

福祉事務所に関すること
こども家庭センターに関すること

事務分掌 事務分掌
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 期末手当支給率の引上げを行う。

６月期及び１２月期　　1.725月を1.75月に改正（＋0.025月）

令和７年度 令和８年度 引き上げ幅

６月 1.725月 1.75月 0.025月

１２月 1.725月 1.75月 0.025月

年計 3.45月 3.5月 0.05月

 ３．施行期日

特別職の職員の給与に関する法律の規定に準じて、所要の改正を行うもの。

令和８年４月１日

伯耆町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正について
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 期末手当支給率の引上げを行う。

６月期及び１２月期　　1.725月を1.75月に改正（＋0.025月）

令和７年度 令和８年度 引き上げ幅

６月 1.725月 1.75月 0.025月

１２月 1.725月 1.75月 0.025月

年計 3.45月 3.5月 0.05月

 ３．施行期日

提出課： 総務課
議案番号
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 ・駐車場等に係る通勤手当を新設

　支給単位期間につき、5,000円を超えない範囲内で１箇月当たりの駐車場等の料金に相当する額として規則で定める額

 ３．施行期日

伯耆町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正について

　令和８年４月１日

伯耆町職員の給与に関する条例の一部改正について

令和７年度人事院勧告により改正された一般職の職員の給与に関する法律の規定に準じて所要の改正を行うもの。

　令和８年４月１日

特別職の職員の給与に関する法律の規定に準じて、所要の改正を行うもの。
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 ○校内サポート教室支援員

【校内サポート教室】

○報酬の額 時給1,500円以上3,100円以下

 ３．施行期日

令和８年度より新たに任用を予定している「校内サポート教室支援員」について、報酬の額を規定するもの。

伯耆町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について

岸本中学校の相談室を利用し、不登校生徒の支援のために校内サポート教室を設置する。
校内サポート教室支援員は校内サポート教室に通う生徒の支援を行うもので、教職経験者を想定してい
る。
（支援内容）
校内サポート教室に通う生徒の学習支援、教育相談、保護者相談等

通室する児童生徒の教室復帰のみを目標とするのではなく、社会的な自立を目指して、個々の児童生徒
のペースで学校生活が送れるよう、特性等にも応じたきめ細かな支援を行う学校内の教室とし、児童生徒
の状況に配慮した学習機会や、安心して過ごせる居場所を提供するもの。

　令和８年４月１日
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 （１）題名を伯耆町公共施設整備等基金条例（改正前：伯耆町公共施設等整備基金条例）に改める。

 ３．施行期日

提出課： 福祉課
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（提案理由及び概要）

 １．理由　　

 ２．概要 《改正前》

《改正後》

 ３．施行期日

伯耆町放課後児童クラブ条例の一部改正について

　八郷放課後児童クラブの開設場所を変更するため、所要の改正を行うもの。

児童クラブ名 開設場所 備　考

児童クラブ名 開設場所 備　考

令和８年４月１日

伯耆町八郷放課後児童クラブ 伯耆町真野971番地 八郷小学校特別教室棟

伯耆町八郷放課後児童クラブ 伯耆町真野1018番地 旧あさひ保育所

伯耆町公共施設等整備基金条例の一部を改正について

庁舎等で使用するパソコン等の施設運営に必要な備品の更新については、財源がなく、５年に１回の頻度で一般財源により措置する必
要があり、財政を圧迫していることから、当該財源を確保するため所要の改正を行うもの。

（２）基金の設置目的について、町が行う公共施設等（公共の用又は公用に供する施設（それらの施設運営に必要な備品を含む。））の整
備、除却等に要する経費に充てることとする。（改正前：公共施設の整備経費）

令和８年４月１日


